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ページ 
問題番号 

タイトル 
行数 誤 正 掲載日 

468 問題 130 
問題文 

２行目 
（特別区 2014） （特別区 2014 改題） 2023/02/13 訂正 

468 問題 130 
肢４ 

１行目 
隣人の承諾を得なければ 居住者の承諾を得なければ 2023/02/13 訂正 

469 問題 130 肢１ 

隣地の竹木の枝が境界線を越

えるときは，その竹木の所有者

に，その枝を切除させることが

できる（民法 233 条１項）。こ

れに対して，隣地の竹木の根が

境界線を越えるときは，自らそ

の根を切り取ることができる

（同条２項）。 

土地の所有者は，隣地の竹木

の枝が境界線を越えるとき

は，その竹木の所有者（竹木

が数人の共有に属するときは

各共有者）に，その枝を切除

させることができる（民法 233

条１項・２項）。ただし，例

外として，①竹木の所有者に

越境した枝を切除するよう催

告したが，相当の期間内に切

除しないとき，②竹木の所有

者やその所在を知ることがで

きないとき，③急迫の事情が

あるときは，土地の所有者が

自ら越境した枝を切り取るこ

とができる（同条３項）。こ

れに対して，隣地の竹木の根

が境界線を越えるときは，土

地の所有者が自らその根を切

り取ることができる（同条４

項）。 

2023/02/13 訂正 

469 問題 130 肢４ 

土地の所有者は，境界またはそ

の付近で障壁や建物を建築し

たり修繕したりするため必要

な範囲内で，隣地の使用を請求

できる（民法 209 条１項本文）。

隣人が隣地の使用を承諾しな

い場合は，裁判所で承諾に代わ

る判決（民法 414 条２項但書）

を得て立ち入ることができる。

しかし，隣家（隣人の住家）に

立ち入るためには，隣人自身の

意思に基づく承諾が必要であ

り（民法 209 条１項但書），判

決によって承諾に代えること

はできない（通説）。隣人の人

格的利益を侵害する可能性も

あるからである。 

土地の所有者は，①境界・そ

の付近の障壁・建物その他の

工作物の築造・収去・修繕，

②境界標の調査・境界に関す

る測量，③民法 233 条３項に

よる越境した枝の切取り（肢

１の解説参照）のため必要な

範囲内で，隣地を使用するこ

とができる（民法 209 条１項

本文）。しかし，住家に立ち

入るためには，居住者自身の

意思に基づく承諾が必要であ

り（同項但書），判決によっ

て承諾に代えること（民事執

行法 177 条）はできない（通

説）。居住者の人格的利益を

侵害する可能性もあるからで

ある。 

2023/02/13 訂正 

474 問題 132 
問題文 

２行目 
（特別区 2019） （特別区 2019 改題） 2023/02/13 訂正 



474 問題 132 
肢１ 

１行目 

隣人の承諾があれば，隣人の住

家に立ち入ることができるが，

隣人が承諾しないときは 

居住者の承諾があれば，隣地

の住家に立ち入ることができ

るが，居住者が承諾しないと

きは 

2023/02/13 訂正 

475 問題 132 肢１ 

土地の所有者は，境界付近にお

いて障壁を修繕するため，必要

な範囲内で，隣地の使用を請求

することができるが，隣人の承

諾がなければ，その住家に立ち

入ることはできない（民法 209

条１項）。しかし，通説によれ

ば，隣家に立ち入るためには隣

人の自由な意思による承諾が

必要であり，裁判所の判決（民

事執行法 177 条）によって代え

ることはできない。隣人のプラ

イバシー権に配慮したためで

ある。 

土地の所有者は，①境界・そ

の付近の障壁・建物その他の

工作物の築造・収去・修繕，

②境界標の調査・境界に関す

る測量，③民法 233 条３項に

よる越境した枝の切取りのた

め必要な範囲内で，隣地を使

用することができる（民法 209

条１項本文）。ただし，住家

については，その居住者の承

諾がなければ，立ち入ること

はできない（同項但書）。通

説によれば，住家に立ち入る

ためには居住者の自由な意思

による承諾が必要であり，裁

判所の判決（民事執行法 177

条）によって承諾に代えるこ

とはできない。居住者のプラ

イバシー権に配慮したためで

ある。 

2023/02/13 訂正 

476 ガイダンス ３行目 （民法 249 条） （民法 249 条１項） 2023/02/13 訂正 

476 ガイダンス ４行目 （民法 251 条） （民法 251 条１項） 2023/02/13 訂正 

476 ガイダンス ５行目 （民法 252 条本文） （民法 252 条１項） 2023/02/13 訂正 

476 ガイダンス ６行目 （民法 252 条但書） （民法 252 条５項） 2023/02/13 訂正 

477 必修問題 
肢１ 

６行目 
（民法 252 条本文） （民法 252 条１項前段） 2023/02/13 訂正 

477 必修問題 
肢２ 

４行目 
（民法 252 条但書） （民法 252 条５項） 2023/02/13 訂正 

477 必修問題 
肢５ 

１行目 
（民法 251 条） （民法 251 条１項） 2023/02/13 訂正 

483 問題 133 
肢ア 

２行目 
（民法 249 条） （民法 249 条１項） 2023/02/13 訂正 

483 問題 133 
肢イ 

２行目 
（民法 251 条） （民法 251 条１項） 2023/02/13 訂正 

483 問題 133 
肢イ 

４行目 
（民法 252 条本文） （民法 252 条１項前段） 2023/02/13 訂正 

483 問題 133 
肢イ 

６行目 
（同条但書） （同条５項） 2023/02/13 訂正 



485 問題 134 
肢ア 

１行目 
（民法 252 条但書） （民法 252 条５項） 2023/02/13 訂正 

485 問題 134 
肢エ 

２行目 
（民法 252 条本文） （民法 252 条１項前段） 2023/02/13 訂正 

486 問題 135 
問題文 

２行目 
（特別区 2012） （特別区 2012 改題） 2023/02/13 訂正 

486 問題 135 
肢３ 

２行目 
共有物の変更の場合を除き 

共有物の形状又は効用に著し

い変更を加える場合を除き 
2023/02/13 訂正 

487 問題 135 
肢１ 

２行目 
（民法 249 条） （民法 249 条１項） 2023/02/13 訂正 

487 問題 135 肢２ 

共有物の分割については，まず

共有者間の協議によって行う

が，その協議が調わないとき

は，その分割を裁判所に請求で

きる（民法 258 条１項）。そし

て，裁判による分割の方法は，

現物分割が原則であり，①それ

が不可能なとき，または②現物

分割によるとその価格を著し

く減少させるおそれがあると

きに，競売による代金分割が行

われる（同条２項）。 

共有物の分割については，ま

ず共有者間の協議によって行

うが，その協議が調わないと

き，または協議ができないと

きは，その分割を裁判所に請

求できる（民法 258 条１項）。

そして，裁判による分割の方

法は，現物分割または賠償分

割が原則であり（同条２項），

①それらによる分割が不可能

なとき，または②分割によっ

てその価格を著しく減少させ

るおそれがあるときに，競売

による代金分割が行われる

（同条３項）。 

2023/02/13 訂正 

487 問題 135 肢３ 

共有物の管理に関する事項は，

①共有物の変更の場合は他の

共有者の同意を得なければな

らないが（民法 251 条），②そ

れ以外の場合は，各共有者の持

分の価格に従い，その過半数で

決する（民法 252 条本文）。た

だし，③共有物の保存行為は，

各共有者が単独ですることが

できる（同条但書）。 

共有物の管理に関する事項

（広義）のうち，①共有物の

形状・効用に変更を加える行

為（形状・効用の著しい変更

を伴わないもの〔軽微変更〕

を除く）については，他の共

有者の同意を得なければする

ことができないが（民法 251

条１項），②共有物の変更を

伴わずに，共有物を利用・改

良する（狭義の）管理行為（軽

微変更を含む）については，

各共有者の持分の価格に従

い，その過半数で決する（民

法 252 条１項前段）。これに

対して，③共有物の現状を維

持・保存する保存行為につい

ては，各共有者が単独でする

ことができる（同条５項）。 

2023/02/13 訂正 

487 問題 135 
肢５ 

３行目 
（民法 958 条の３） （民法 958 条の２） 2023/02/13 訂正 

488 問題 136 
問題文 

２行目 
（裁判所職員 2014） （裁判所職員 2014 改題） 2023/02/13 訂正 



488 問題 136 
肢ア 

４行目 

甲土地の明渡しを請求するこ

とができる。 

当然に甲土地の明渡しを請求

することができる。 2023/02/13 訂正 

489 問題 136 肢ア 

甲土地の共有者の１人である

Ａは，他の共有者Ｂ・Ｃとの協

議を経ずに当然に甲土地を単

独で占有する権限を有するも

のではない。しかし，判例は，

Ｂ・Ｃの共有持分を合計すると

過半数を超えるからといって，

Ｂ・Ｃ（多数持分権者）は，甲

土地を単独で占有するＡ（少数

持分権者）に対して当然に甲土

地の明渡しを請求できるもの

ではないとしている（最判昭

41.5.19）。確かに，Ｂ・Ｃの

持分は侵害されているが，Ａも

持分に応じて共有物の全部を

使用収益する権限を有するの

で（民法 249 条），Ａに対する

共有物全部の明渡請求を認め

ることは，Ａの使用収益を妨げ

ることになるからである。 

持分（３分の１）の価格が共

有物（甲土地）の価格の過半

数に満たない（少数持分権者）

Ａは，他の共有者（Ｂ・Ｃ）

の協議（承諾）を経ないで当

然に共有物を単独で占有する

権限を有するものではない

が，そのＡも，自己の持分に

基づいて共有物を使用収益

（占有）する権限を有する（民

法 249 条１項）。そこで，判

例は，他の共有者ＢおよびＣ

は，その持分（３分の２）の

価格が共有物の価格の過半数

を超える（多数持分権者）か

らといって，甲土地を現に占

有する少数持分権者Ａに対

し，当然に甲土地の明渡しを

請求することができず，その

明渡請求が認められるために

は，その明渡しを求める理由

を主張し立証しなければなら

ないとしている（最判昭

41.5.19）。なお，2021（令和

３）年改正により，共有物を

使用する共有者がいる場合で

あっても，持分の価格の過半

数で共有物の管理に関する事

項を決定することができると

された（民法252条１項後段）。

したがって，ＡがＢおよびＣ

の承諾を得ずに単独で甲土地

を占有している場合であって

も，持分の過半数（３分の２）

を有するＢおよびＣは，Ａと

は別の共有者に甲土地を使用

させる旨の決定をすれば，甲

土地の明渡しを求める理由が

認められ，Ａに対し，甲土地

の明渡しを請求できることに

なる。 

2023/02/13 訂正 

  



489 問題 136 肢イ 

判例は，甲土地の共有者の１人

であるＡが単独で占有してい

ることにより持分に応じた使

用が妨げられている他の共有

者Ｂ・Ｃは，Ａに対して，持分

割合に応じて占有部分にかか

る地代相当額の不当利得金（民

法 703 条・704 条）ないし損害

賠償金（民法 709 条）の支払い

を請求できるとしている（最判

平 12.4.7）。 

甲土地の共有者の１人である

Ａは，他の共有者Ｂ・Ｃの承

諾を得ずに単独で甲土地を占

有する権限を有するわけでは

ない（記述アの解説参照）。

したがって，Ａが単独で甲土

地を占有していることにより

持分に応じた使用が妨げられ

ているＢ・Ｃは，Ａに対して，

持分割合に応じて損害賠償金

（民法 709 条）の支払いを請

求することができる（最判平

12.4.7）。なお，Ｂ・Ｃの承

諾を得ずに単独で甲土地を占

有するＡは，Ｂ・Ｃに対し，

自己の持分を超える使用の対

価を償還する義務を負う（民

法 249 条２項）。 

2023/02/13 訂正 

490 問題 137 
問題文 

３行目 
（裁事 2020） （裁事 2020 改題） 2023/02/13 訂正 

490 問題 137 
肢エ 

２行目 

甲土地全体の明渡しを請求す

ることができる。 

当然に甲土地全体の明渡しを

請求することができる。 2023/02/13 訂正 

491 問題 137 
肢ア 

３行目 
（民法 252 条但書） （民法 252 条５項） 2023/02/13 訂正 

491 問題 137 
肢イ 

２行目 
（民法 252 条本文） （民法 252 条１項前段） 2023/02/13 訂正 

491 問題 137 
肢ウ 

３行目 

甲土地をＡの単独所有とし，Ａ

からＢに対して持分の価格を

賠償させる方法（価格賠償）も

可能である。これに対して，裁

判による分割（民法 258 条１

項）の場合，現物分割が原則で

あり，それが不可能なとき，ま

たは現物分割によると著しく

その価格を減少させるおそれ

があるときに，競売による代金

分割が行われる（同条２項）。

ただし，判例は， 

一部の共有者Ａに債務を負担

させて，他の共有者Ｂの持分

の全部または一部を取得させ

る方法（賠償分割。従来の価

格賠償）も可能である。これ

に対して，裁判による分割（民

法 258 条１項）の場合，現物

分割または賠償分割が原則で

あり（同条２項），それらに

よる分割が不可能なとき，ま

たは分割によってその価格を

著しく減少させるおそれがあ

るときに，競売による代金分

割が行われる（同条３項）。

なお，判例は，  

2023/02/13 訂正 

  



491 問題 137 肢エ 

共有者の１人Ａが他の共有者

Ｂに無断で甲土地（共有物）全

体を単独で占有している場合，

Ｂは，自己の共有持分が過半数

を超える（多数持分権者）から

といって，Ａに対し，当然に甲

土地全体の明渡しを求めるこ

と は で き な い （ 最 判 昭

41.5.19）。自己の共有持分が

過半数に満たない（少数持分権

者）Ａも，自己の持分に基づい

て甲土地全体を使用収益する

権限を有する（民法 249 条）か

らである。 

持分（３分の１）の価格が共

有物（甲土地）の価格の過半

数に満たない（少数持分権者）

Ａは，他の共有者Ｂに無断で

甲土地を単独で占有する権限

を有するものでないが，その

Ａも，自己の持分に基づいて

甲土地を使用収益（占有）す

る権限を有する（民法 249 条

１項）。そこで，判例は，Ｂ

は，自己の持分（３分の２）

が過半数を超える（多数持分

権者）からといって，甲土地

を現に占有する少数持分権者

Ａに対し，当然に甲土地全体

の明渡しを請求することはで

きず，その明渡請求が認めら

れるためには，その明渡しを

求める理由を主張し立証しな

ければならないとしている

（最判昭 41.5.19）。なお，2021

（令和３）年改正により，共

有物を使用する共有者がいる

場合であっても，持分の価格

の過半数で共有物の管理に関

する事項を決定することがで

きるとされた（民法 252 条１

項後段）。したがって，Ａが

Ｂに無断で甲土地を単独で占

有している場合であっても，

持分の過半数を有するＢは，

Ａ以外の者に甲土地を使用さ

せる旨の決定をすれば，甲土

地の明渡しを求める理由が認

められ，Ａに対し，甲土地の

明渡しを請求できることにな

る。 

2023/02/13 訂正 

492 問題 138 
問題文 

２行目 
（国家総合職 2017） （国家総合職 2017 改題） 2023/02/13 訂正 

492 問題 138 
肢ア 

３行目 
同法第 958 条の３ 同法第 958 条の２ 2023/02/13 訂正 

493 問題 138 
（参考） 

６行目 
第 958 条の３ 第 958 条の２ 2023/02/13 訂正 

494 問題 138 
肢ア 

２行目 
民法 958 条の３ 民法 958 条の２ 2023/02/13 訂正 

494 問題 138 
肢ア 

３行目 
民法 958 条の３ 民法 958 条の２ 2023/02/13 訂正 

494 問題 138 
肢ア 

７行目 
（民法 958 条の３） （民法 958 条の２） 2023/02/13 訂正 

494 問題 138 
肢ア 

10 行目 
民法 958 条の３ 民法 958 条の２ 2023/02/13 訂正 



494 問題 138 
肢ア 

12 行目 
民法 958 条の３ 民法 958 条の２ 2023/02/13 訂正 

494 問題 138 
肢イ 

２行目 
（民法 251 条） （民法 251 条１項） 2023/02/13 訂正 

494 問題 138 肢ウ 

判例は，共有物の持分の価格が

共有物の価格の過半数に満た

ない少数持分権者が，他の共有

者の協議を経ないで，共有物を

単独で占有する場合であって

も，共有物の持分の価格が共有

物の価格の過半数を超える多

数持分権者は，当該少数持分権

者に対して，当然に共有物の明

渡しを請求することができる

ものではないとする（最判昭

41.5.19）。少数持分権者も自

己の持分に基づいて共有物の

全部を使用収益する権限を有

する（民法 249 条）からである。

したがって，多数持分権者が少

数持分権者に対して共有物の

明渡しを請求するためには，明

渡しを求める理由を主張し立

証しなければならない（同判

決）。 

共有物の持分の価格が共有物

の価格の過半数に満たない少

数持分権者は，他の共有者の

協議を経ないで共有物を単独

で占有する権限を有するもの

でないが，その少数持分権者

も，自己の持分に基づいて共

有物を使用収益（占有）する

権限を有する（民法 249 条１

項）。そこで，判例は，共有

物の持分の価格が共有物の価

格の過半数を超える多数持分

権者は，共有物を現に占有す

る少数持分権者に対し，当然

に共有物全体の明渡しを請求

することはできず，その明渡

請求が認められるためには，

その明渡しを求める理由を主

張し立証しなければならない

としている（最判昭 41.5.19）。

なお，2021（令和３）年改正

により，共有物を使用する共

有者がいる場合であっても，

持分の価格の過半数で共有物

の管理に関する事項を決定す

ることができるとされた（民

法 252 条１項後段）。したが

って，少数持分権者が多数持

分権者に無断で共有物を単独

で占有している場合であって

も，持分の過半数を有する多

数持分権者は，少数持分権者

以外の者に共有物を使用させ

る旨の決定をすれば，共有物

の明渡しを求める理由が認め

られ，少数持分権者に対し，

共有物の明渡しを請求できる

ことになる。 

2023/02/13 訂正 

494 問題 138 肢オ 

裁判所による共有物の分割方

法は，現物分割が原則であり，

それが不可能なとき，または現

物分割によると著しくその価

格を減少させるおそれがある

ときに，競売による代金分割が

行われる（民法 258 条２項）。

それでは，価格賠償は認められ

るか。この点について，判例は， 

裁判による共有物の分割（民

法 258 条１項）の方法は，現

物分割または賠償分割（価格

賠償）が原則であり（同条２

項），それらによる分割が不

可能なとき，または分割によ

ってその価格を著しく減少さ

せるおそれがあるときに，競

売による代金分割が行われる

（同条３項）。賠償分割に関

して，判例は， 

2023/02/13 訂正 



503 問題 140 
肢Ｃ 

２行目 
（民法 252 条但書） （民法 252 条５項） 2023/02/13 訂正 

509 問題 146 
肢４ 

２行目 
（民法 251 条参照） （民法 251 条１項参照） 2023/02/13 訂正 

549 章末 CHECK 
Ａ７ 

１行目 

持分の過半数である（民法 252

条本文）。 

持分の価格の過半数である

（民法 252 条１項前段）。 
2023/02/13 訂正 

549 章末 CHECK 
Ａ８ 

１行目 
（民法 958 条の３） （民法 958 条の２） 2023/02/13 訂正 

657 問題 185 
肢１ 

３行目 
登記船舶（商法 850 条） 登記船舶（商法 849 条） 2023/03/27 訂正 

※「掲載日」は，上掲訂正情報がＬＥＣ公務員ホームページの『テキスト改訂・訂正情報』 

(http://www.lec-jp.com/koumuin/info/teisei/)に掲載された日付です。 

 


